
   尾道市開業支援補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、市内の産業の活性化と移住の促進を図るため、尾道市

に移住し開業する事業者に対して、予算の範囲内において尾道市開業支援

補助金（以下「補助金」という。）を交付するものとし、その交付に関して

は、尾道市補助金交付規則（昭和３８年規則第１８号）に定めるもののほ

か、この要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

 (1) 事業所 事業の用に供するために直接必要な建物及びその附属施設

をいう。 

 (2) 開業 新たに事業所を開設し、営業を開始することをいう。 

 (3) 移住 尾道市に転入直前に広島県外で１年以上居住していた者が、尾

道市に居住し、尾道市の住民基本台帳に記載されることをいう。 

（補助対象事業等） 

第３条 補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）の内

容及び補助の対象となる者（以下「交付対象者」という。）は、別表に掲げ

るとおりとする。ただし、次の各号のいずれかに該当するときは、補助金

の交付対象者としない。 

 (1) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律

第１２２号）第２条に規定する事業を営む者であるとき。 

 (2) 尾道市暴力団排除条例（平成２４年条例第１３号）第２条第３号の暴

力団員等に該当する者である等市長が補助金を交付することが不適当

である者と認めるとき。 

 (3) フランチャイズ契約又はこれに類する契約に基づく事業を営む者で



あるとき。 

 (4) 自己又は近親者が所有する物件において事業を実施しようとすると

き。  

 (5) この補助金を交付され、又は交付見込みである物件の内部において他

の事業を実施しようとするとき。ただし、この補助金の交付を受けた事

業者が当該補助対象事業を中止した後に他の者が開業する場合は、この

限りでない。 

 (6) その他市長が補助金を交付することが適切でないと認めるとき。 

 （交付申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、補

助対象事業の開始前に、尾道市開業支援補助金交付申請書（別記様式第１

号）に関係書類を添えて市長に提出しなければならない。 

 （交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があった場合は、その内容を審査し、

補助金を交付することが適当であると認めたときは、補助金の交付を決定

し、尾道市開業支援補助金交付決定通知書（別記様式第２号）により申請

者に通知するものとする。 

（補助対象事業の変更等） 

第６条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、補

助対象事業の内容及び経費の配分を変更しようとするときは、あらかじめ、

尾道市開業支援補助金に係る補助事業変更承認申請書（別記様式第３号）

を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、補助対象経

費の変更割合が２０パーセント以下であるときは、この限りでない。 

２ 市長は、前項の承認に際し、必要に応じて条件を付し、又は当該条件を

変更することができる。 

（補助事業の中止又は廃止） 

第７条 補助事業者は、補助対象事業を中止し、又は廃止しようとするとき



は、尾道市開業支援補助金に係る補助事業中止（廃止）報告書（別記様式

第４号）を市長に提出しなければならない。 

 （実績報告） 

第８条 補助事業者は、補助対象事業の完了後、速やかに尾道市開業支援補

助金に係る補助事業実績報告書（別記様式第５号）に、関係書類を添えて

市長に提出しなければならない。 

（補助金額の確定） 

第９条 市長は、前条の規定による報告を受けたときは、その内容を審査す

るとともに、必要に応じ現地調査を行い、適正であると認めたときは、補

助金の額を確定し、尾道市開業支援補助金確定通知書（別記様式第６号）

により、補助事業者に通知するものとする。 

  (補助金の請求) 

第１０条 補助事業者は、前条の通知書を受理したときは、尾道市開業支援

補助金請求書（別記様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

 （補助金の支払） 

第１１条 市長は、前条の請求書を受理したときは、速やかに補助金を支払

うものとする。 

 （営業状況報告） 

第１２条 補助事業者は、補助事業が完了した年度以後３年間、毎年度の営

業状況について、尾道市開業支援事業に係る営業状況報告書（別記様式第

８号）を作成の上、その翌年度の４月２０日までに市長に提出しなければ

ならない。 

 （交付決定の取消し） 

第１３条 市長は、補助事業者が次の各号のいずれかに該当した場合は、補

助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

 (1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

 (2) 開業の日から起算して３年を経過する日までに事業を中止し、又は営



業形態を変更し、若しくは事業所を移転したとき。 

 (3) 開業の日から起算して３年を経過する日までに尾道市から転出した

とき。 

 (4) この要綱の規定に違反したとき。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、市長が補助金の交付を不適当であると認

めたとき。 

 （補助金の返還） 

第１４条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定を取り消した場合に

おいて、既に補助事業者に当該取消しに係る補助金を交付しているときは、

期限を定めてその返還を命ずるものとする。 

 （報告義務） 

第１５条 補助事業者は、開業の日から起算して３年を経過する日までに補

助対象事業を中止し、又は営業形態を変更し、若しくは事業所を移転する

ときは、市長に書面で報告しなければならない。 

２ 補助事業者は、開業の日から起算して３年を経過する日までに尾道市か

ら転出するときは、市長に書面で報告しなければならない。 

 （委任） 

第１６条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項

は、別に定める。 

 

付 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 （この要綱の失効） 

２ この要綱は、令和５年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日

までに行われた補助対象事業に係る補助金の交付、交付決定の取消し、返

還、検査及び報告については、同日後もなおその効力を有する。 



別表（第３条関係） 

補助対象

者 

尾道市に移住し、開業しようとする者（法人の場合にあっては、

その代表者） 

実施要件 次に掲げる条件を全て満たしていること。ただし、補助金の

交付は、同一の補助対象者につき１回限りとする。 

１ 補助対象者は、申請日の時点において尾道市へ移住してか

ら１年を経過していない者又は開業の日までに尾道市に移住

する意思がある者であり、かつ、尾道市に定住し開業するこ

とを通じて地域の活性化に寄与する意思を持っていること。 

２ 補助対象者が、尾道市に移住する以前に他地域で１年以上、

事業経営を行っていること。 

３ 補助対象者が市税等を滞納していないこと。 

４ 補助事業者が開業する事業について十分な調査研究に基づ

いた経営計画及び資金計画を有しており、事業の継続発展が

見込まれること。 

５ 補助事業者は、自治会活動等に積極的に参加すること。 

実施期間 補助金の交付対象となる事業期間は、補助金の交付決定日か

ら当該日の属する年の年度の末日までとする。 

補助対象 

経費 

 補助対象経費は、開業するための整備に係る経費（建物の改

修又は修繕に係る経費）とする。ただし、補助金の交付決定前

に取得した財産に係る経費及び同一の事業に係る他の補助金等

の交付対象となっている経費は、補助対象経費に含まないもの

とする。 

補助金の 

額 

補助対象経費の２分の１以内の額（１，０００円未満切捨て）

とし、上限を５０万円とする。ただし、消費税及び地方消費税

は、補助対象経費に含めない。 

 


